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   警視庁フレックス日勤実施要綱の制定について 

 このたび、別添のとおり、警視庁フレックス日勤実施要綱を制定し、令和６年３月２４日から

実施することとしたから、運用上誤りのないようにされたい。 

別添 

警視庁フレックス日勤実施要綱 

第１ 目的  

  この要綱は、警視庁警察職員勤務規程（平成１２年３月２４日訓令甲第１６号。以下「勤務

規程」という。）第７条の２の規定に基づき正規の勤務時間を割り振り、勤務時間を定める勤

務（以下「フレックス日勤」という。）について、必要な事項を定めることを目的とする。  

第２ 準拠  

  フレックス日勤の運用については、勤務規程及び警視庁警察職員勤務規程の運用について（平

成１２年３月２４日通達甲（総．企．管）第６号。以下「勤務通達」という。）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

第３ 定義 

１ 業務上のフレックス日勤 勤務規程第７条の２第１号の職員の請求に基づくフレックス日

勤をいう。 

２ 育児のためのフレックス日勤 勤務規程第７条の２第２号の職員の請求に基づくフレック

ス日勤をいう。 

３ 介護のためのフレックス日勤 勤務規程第７条の２第３号の職員の請求に基づくフレック

ス日勤をいう。 

４ 特例によるフレックス日勤 勤務規程第７条の２第４号の職員の請求に基づくフレックス

日勤をいう。 

第４ フレックス日勤における勤務時間を割り振る際の留意事項 



所属長は、フレックス日勤の請求を承認する場合は、次の事項に留意して、計画的なフレッ

クス日勤の運用に努めなければならない。 

⑴ 正規の勤務時間は、フレックス日勤を実施する場合においても４週間で１５５時間であ

ること。 

 

⑵ フレックス日勤は、２暦日にわたり継続する正規の勤務時間を割り振ることはできない

こと。 

⑶ 勤務時間は、１５分を単位として割り振ること。 

⑷ フレックス日勤を実施する日が、当番日、宿直勤務日、日直勤務日及び時差出勤を命じ

た日でないこと。 

⑸ 勤務時間が６時間を超える場合は、１時間の休憩時間を勤務時間の途中に置くこと。 

第５ 請求等 

 １ 請求 

 フレックス日勤の請求は、フレックス日勤を実施する日の属する週の前週までに、別記様

式第１号の「フレックス日勤請求書」により所属長に対して行うものとする。  

２ 承認 

⑴ 所属長は、職員から育児のためのフレックス日勤、介護のためのフレックス日勤又は特

例によるフレックス日勤の請求を受けた場合は、次の事項について調査の上、承認の可否

を決定するものとする。 

   ア 育児のためのフレックス日勤については、当該育児のためのフレックス日勤に係る子

の有無 

   イ 介護のためのフレックス日勤については、当該介護のためのフレックス日勤に係る要

介護者の有無 

   ウ 特例によるフレックス日勤の承認については、当該特例によるフレックス日勤に係る

特別な事情の有無 

     エ その他育児のためのフレックス日勤、介護のためのフレックス日勤又は特例によるフ

レックス日勤の承認に必要な事項 

⑵ 前（１）の場合において、所属長は、当該職員に対し、当該請求について調査するため

に必要があると認める書類の提出を求めることができる。 

⑶ 所属長は、職員から請求のあったフレックスプラス（１週間ごとの期間につき１日に限

り、日曜日及び土曜日に加えて、月曜日から金曜日までの５日間において設ける日を週休



日とするフレックス日勤をいう。）を承認しようとする場合は、別記様式第２号の「フレ

ックスプラス利用職員承認上申書」により、総務部長（企画課企画管理係経由）に上申し

なければならない。 

⑷ 所属長は、職員から請求のあった育児のためのフレックス日勤、介護のためのフレック

ス日勤又は特例によるフレックス日勤について、承認の可否を決定した場合は、速やかに

当該職員に通知しなければならない。 

３ 承認後におけるフレックス日勤の変更  

    フレックス日勤を承認された職員は、特定の勤務日について、フレックス日勤の計画の変

更をする必要がある場合は、当該勤務日の前日までにフレックス日勤請求書により所属長に

変更の請求をしなければならない。 

４ 承認の取消し 

⑴ 所属長は、承認したフレックス日勤について、次のいずれかに該当する場合は、当該承

認を取り消すものとする。  

     ア 職員からフレックス日勤請求書によりフレックス日勤の取消しの請求があったとき。 

     イ 職員が休職又は停職の処分を受けたとき。 

     ウ 業務の運営に支障が生じたとき。  

     エ 養育する子が成長した等フレックス日勤を実施させる必要性がなくなったと認めると

き。 

⑵ 所属長は、前（１）のイからエまでの事由によりフレックス日勤の承認を取り消す場合

は、取消事由及び取消し年月日を明らかにして、速やかに当該職員に通知するものとする。 

第６ 特例  

  所属長は、職員が特例によるフレックス日勤を実施する場合は、総務部長（企画課企画管理

係経由）の承認を受けるものとする。 

 

 

 



 

 

 



 


